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平成34年度まで 予算要求額80億円

〇この補助金は脱フロン・低炭素社会の早期実現のための省エネ型自然冷媒機器導入加速化事業補助金

と言い環境省が行い日本冷媒・環境保全機構が執行団体となり行う事業です。

●補助率：対象費用の3分の1以下

●補助上限：5億円

●公募開始：第1次4月上旬から5月上旬　●採択決定7月上旬　●完了日：2月末

●対象施設：冷凍冷蔵倉庫、食品製造工場、食品小売店舗

●対象者：民間企業、個人事業主、地方公共団体など

●条件：自然冷媒（アンモニア、空気、CO2、水など）を使用した機器、省エネ型。

●実績報告：完了後30日以内か3月10日どちらか早い日

●対象外経費：処分費用、諸経費、消費税など（工事諸経費は対象）

●対象機器：ショーケースその他の自然冷媒機器、プレハブ式冷凍・冷蔵庫への自然冷媒機器

●補助対象設備

●事業スキーム

※30年度を参考にした部分があります

環 境 省

省エネ型自然冷媒機器導入補助金（脱フロン）

環 境 省

CO2削減ポテンシャル診断事業【診断機関】
経済産業省

省エネ相談地域プラットフォーム事業者

ネットゼロエネルギービル実証事業（ZEBプランナー）
省エネ診断実施機関（登録中）

住所：那覇市辻三丁目1番40号
ＴＥＬ（098）988-6301
ＦＡＸ（098）988-6302
http:www.nonrisk.co.jp/
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お客様（補助事業者）

【申請支援】

沖縄CO2削減推進協議会
施工会社

・交付申請

・完了実績報告

設備工事

補助金3分の1以下

申請支援

省エネ化を指示

●提案書作成・申請書作成


